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１. 16年 9月中間期の連結業績(平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日)
(1)連結経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期 21,680 △ 0.1 598 15.4 494 25.7
15年 9月中間期 21,709 4.1 518 △ 25.4 393 △ 15.1
16年 3月期 43,373 1,054 814

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

16年 9月中間期 205 7.2 3.65 －
15年 9月中間期 191 36.4 3.33 －
16年 3月期 325 5.34 －
(注)①持分法投資損益    16年 9月中間期　△21 百万円　　15年 9月中間期　△9 百万円　　16年 3月期　△2 百万円

     ②期中平均株式数(連結)　16年 9月中間期　56,224,089 株　　15年 9月中間期　57,496,761 株　　16年 3月期　57,179,030 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 46,292 28,049 60.6 498.92
15年 9月中間期 48,117 28,143 58.5 489.51
16年 3月期 48,217 28,218 58.5 501.50
(注)期末発行済株式数(連結)　16年 9月中間期　56,219,017 株　　15年 9月中間期　57,493,428 株　　16年 3月期　56,228,626 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

16年 9月中間期 △ 15 △ 72 △ 1,585 1,482
15年 9月中間期 △ 205 △ 168 △ 1,088 3,125
16年 3月期 981 △ 285 △ 2,127 3,156

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  6 社   持分法適用非連結子会社数  1 社   持分法適用関連会社数  3 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結(新規)  0 社  (除外)  0 社   持分法(新規)  0 社  (除外)  0 社

２. 17年 3月期の連結業績予想(平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日)
　

百万円 百万円 百万円

通　　期 43,500 1,000 400
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)    　  7 円  12 銭 

※上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の5～6ページを参照して下さい。

１株当たり株主資本総  資  産

１ 株 当 た り 中 間

 ( 当 期 )純 利 益

 潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益

現金及び現金同等物

期　 末 　残 　高

経　常　利　益売   上   高 当　期　純　利　益

キャッシュ・フロー
投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

　　　代表取締役社長　　　　

営業活動による

株  主  資　本 株主資本比率

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益

  中間(当期)純利益

(注)金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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１．企業集団の状況

当社グループは、子会社8社および関連会社10社で構成され、砂糖の製造販売を中心と

する食品事業を主な内容とし、その他にスポーツクラブの経営等の健康産業事業および

倉庫等の不動産賃貸・冷蔵倉庫業等の不動産関連他事業を行っております。

当社グループの事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次

のとおりであります。

なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。

（砂糖・その他食品事業）

当社は砂糖の精製・販売を行っており、関連会社新東日本製糖㈱に精製糖等の製造

を委託し、製品の一部を子会社新豊食品㈱にて包装・加工し、販売会社である子会社

日新カップ㈱を通じて販売しております。日新カップ㈱はこのほか、糖化製品等の仕

入・販売を行っております。また、当社は冷凍食品の輸入・販売を行っております。

（健康産業事業）

当社、子会社日新余暇開発㈱および関連会社㈱エヌアイフィットネスは、スポーツ

クラブ『ドゥ・スポーツプラザ』を経営しており、アスレティックジム、プール、テ

ニスコート、ゴルフ練習場、ボウリング場等の施設を運営するとともに、関連事業を

行っております。

（不動産関連他事業）

( )不動産賃貸1
当社は倉庫等の不動産賃貸の営業を行っております。

( )冷蔵倉庫・港湾荷役2
子会社ニューポート産業㈱および関連会社日本ポート産業㈱は、冷蔵倉庫業・港湾

荷役業等の物流事業を行っております。

(3)合成樹脂等の販売

子会社日新サービス㈱は、合成樹脂等の仕入・販売を行っております。

以上に述べた事項の概要図は次のとおりであります。

砂糖・その他食品
健康産業（ドゥ・
スポーツプラザ）

不動産関連他
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２．経 営 方 針

、“ 、 ” 、１．当社は 人々の豊かで快適な明日のために 食と健康に貢献する ことを使命とし

「新しい健康文化を創造する企業」を目指しております。そして “日々新たに、常に、

前進、常に革新”を実践することによって、社会に貢献するとともに会社の業績向上

を図り、株主・取引先・従業員など会社の幅広い利害関係者の信頼と期待に応えてい

くことを基本方針としております。

この基本方針のもと、質の高い製品・サービスの提供に努め、併せて各事業の採算

向上、効率化を推進してまいります。

当社は、当期の利益、経営環境への対応および企業体質強化のための内部留保との２．

調和を図りつつ利益配当を決定することを基本方針としております。これにより、当

社では、安定配当を確保できる経営基盤づくりを行ってまいります。

中長期的な経営戦略としましては、子会社・関連会社を含めた事業の見直しを推し３．

進め、経営資源の選択と集中を行うことにより、収益力強化と株主価値の増大を図る

ことを基本としております。

株主資本利益率（ＲＯＥ 、売上高、経常利益、当期純利益を重要な経営指標とし、）

これらの一層の向上を目指し、グループ価値の増大を図ってまいります。

当社の主業であります砂糖・その他食品事業につきましては、お客様にご満足いた

だける品質の優れた製品を適正な価格で安定提供できることを目指しております。こ

のため、販売子会社である日新カップ(株)と一体となって、ユーザーや消費者のニー

ズにお応えできる「総合甘味サプライヤー」として一段と基盤強化を進めてまいりま

す。

４．精糖業界は、消費者の低糖指向、安価な加糖調製品の輸入増加等により、砂糖需要が

減少傾向にあるなかで、ここ数年工場稼働率の向上による生産コストの引き下げを目的

とした合併あるいは共同生産化など、生産面を中心とした事業構造改革が進められてき

しかしながら、砂糖市況の低迷からの回復ならびに、生産・流通等におけるました。

一段のコスト低減・合理化が不可欠となっております。

また、世界貿易機関（ＷＴＯ）における農業交渉や、タイ等との自由貿易協定（ＦＴ

Ａ）の交渉が進展しつつあり、国内においても「新たな食料・農業・農村基本計画」の

策定が進められ、農業政策が見直されようとしております。その動向如何によっては、

業界に影響を及ぼす可能性があります。

こうした経営環境のもとで、当社は、新東日本製糖㈱（千葉市美浜区）における大日

本明治製糖㈱との精製糖等の共同生産を平成 年７月から開始し、生産コストの引き14
下げに取り組んでおります。

また、子会社の日新カップ㈱への販売および物流機能の集約・強化、販売活動の効率

化に資する管理システムの導入等により、競争力強化に取り組んでおります。さらに、

新光製糖㈱（大阪市城東区）との業務提携を推進しております。

今後も、これら生産コストの削減、販売および物流の効率化の実効を上げることを重

要課題として取り組んでまいります。
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５．コーポレート・ガバナンスの一層の強化が求められるなか、当社は、社会から信頼を

得られる透明性の高い健全な経営を維持することを基本として、経営環境の変化に迅速

に対応できる組織体制を構築、維持することを重点施策としております。

当社の経営組織その他コーポレート・ガバナンス体制の概要は次のとおりであります。

株 主 総 会

監 査 役 会

取 締 役 会

代 表 取 締 役

経 営 会 議

法令遵守委員会

危機管理委員会

内部監査委員会

取締役会は本年９月末現在１０名の取締役からなり、商法で定められた事項および経

営に関する重要事項について審議しております。

また、経営戦略決定および経営監督機能を中心とする取締役会とは別に、業務執行の

迅速化と効率化を図ることを目的として、代表取締役社長と常務取締役２名からなる経

営会議を原則週１回開催し、重要な業務執行への対応を行っております。

当社は監査役制度を採用しており、現在、監査役は４名（常勤監査役２名、社外監査

役２名）選任され、取締役会に出席するほか、当社の業務や財産状況の調査をはじめ、

取締役の職務執行を監査しております。当社では、これら監査役による監査が円滑に行

われるよう監査役室を設け、専従スタッフ１名を置いております。なお、社外監査役と

当社との間には、取引等の利害関係はありません。

当社は、コンプライアンスの重要性が高まるなか、コンプライアンスを経営の重要課

題と位置付け、当社グループ全体がより高い倫理観に基づく事業活動を行うようにする

ため 「行動規範・行動指針」を制定し、法令遵守委員会を中心にコンプライアンス意、

識の向上を図っております。

また、内部統制機能の強化を図るため、子会社を含めた業務の適正性および経営の妥

当性、効率性を監査する内部監査委員会を設置し、内部監査を実施しております。

さらに、企業経営を取り巻く様々なリスクに対応するため、リスク管理部門を明確に

したうえで、予め想定されたリスクを分類して、一定以上のリスク項目が発生した場合

は、直ちに代表取締役社長に伝え、必要に応じて代表取締役を長とする危機管理委員会

を開催し、全社的な対応を適切にとることができる体制としております。

顧問弁護士は、阿部・井窪・片山法律事務所ほかに依頼し、必要に応じてアドバイス

を受けており、会計監査人は、新日本監査法人に依頼しております。



- 4 -

３．経営成績及び財政状態

経 営 成 績Ⅰ

１．当中間期の概況

（１）当中間期の業績全般の概況

当中間期のわが国の経済は、企業収益の改善と設備投資の増加が続き、雇用情勢も

、 。改善してきたことから個人消費も緩やかに増加して 景気は回復基調を持続しました

このような経済環境のもとで、精糖業界の状況は次のとおりであります。

まず、海外原糖市況は、ニューヨーク市場現物相場で１ポンド当たり7.98セントで

始まり、一時は国際商品市場全般から投機資金が流出して、５月中旬に7.77セントの

安値を付けました。その後、中東情勢の不安から原油が急騰するなど国際商品市場に

も投機筋の買いが戻り、また、生産国の減産に加え、アジアの消費量増加から需給関

係が逼迫し、原糖相場も上昇基調を続けました。その結果、当中間期高値の9.83セン

トで終了しました。

国内精糖市況(東京)は､上白糖１㎏当たり127～130円で始まり、４月上旬に130円へ

と下値を切り上げました。海外原糖市況の影響を受けて７月に２円上げて132円とな

り､そのまま当中間期を終了しました。

このような経済環境のもとで、当中間連結会計期間の売上高は21,680百万円（前年

同期比0.1%減収 、営業利益は598百万円（前年同期比15.4％増益 、経常利益は 494） ）

百万円（前年同期比25.7%増益 、中間純利益は205百万円（前年同期比7.2%増益）と）

なりました。

（２）当中間期のセグメント別の概況

① 砂糖・その他食品事業

砂糖・その他食品事業におきましては、砂糖は、猛暑の影響により製菓向けなど

が減少し、業務用製品の出荷量は前年同期を若干下回りました。家庭用小袋も、量

販店向けの取り組みを強化しましたが、消費不振から前年同期を下回りました。し

かし、海外原糖市況などの影響により販売価格は上昇しました。果糖は、飲料向け

の好調により前年同期を上回りました。

『 』 、 、 、機能性食品 カップオリゴ は順調に販売量を伸ばし また 業務用冷凍食品は

新規ユーザーの開拓が奏功し若干の増収となりました。

以上の結果、当事業全体の売上高は、18,307百万円と前年同期比 1.2％の減収、

営業利益は、1,031百万円（配賦不能営業費用控除前）と前年同期比7.7％の減益と

なりました。

② 健康産業事業

健康産業事業におきましては、厳しい環境の中ではありましたが各種スクールな

ど営業収入が順調に推移し、売上高は、1,491百万円と前年同期比3.9％の増収、営

業利益は44百万円（配賦不能営業費用控除前）となりました。

③ 不動産関連他事業

、 、不動産関連他事業におきましては 港湾荷役業の取扱量が増加いたしましたほか

合成樹脂等の販売も伸長いたしました。その結果、売上高は、1,881百万円と前年同

期比8.0％の増収、営業利益は114百万円（配賦不能営業費用控除前）と前年同期比5

9.8％の増益となりました。
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２．通期の見通し

海外原糖相場は、需給要因に加え、混迷を深める国際情勢および世界的異常気象等

の外部要因も後押しし、引き続き堅調に推移するものと予想されます。さらに、海上

運賃の高騰や原油高に伴う燃料・包装材料費の上昇など、コスト高要因が見込まれま

す。しかし、販売面では、安価な加糖調製品の輸入増加等によって販売競争が続いて

おり、市況は極めて厳しい状況で推移するものと予想されます。

こうした経営環境のなかで、砂糖・その他食品事業におきましては、農畜産業振興

機構による精製糖企業合理化促進緊急対策事業を活用し、製造コストの削減と販売・

物流の効率化を一段と進めてまいります。健康産業事業では、サービスの充実と販売

促進活動の強化により、新会員の募集に努めます。不動産関連他事業では、新規商材

を確保して取扱の増加を図ってまいります。

以上により、当期は売上高43,500百万円、経常利益1,000百万円、当期純利益400百

万円を見込んでおります。当期の配当金につきましては、当初予定通り1株当たり6円

とさせていただく予定であります。

財 政 状 態Ⅱ
１．当中間期の概況

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益は442百万円でした

が、たな卸資産の増加等により15百万円の支出となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、品質向上工事等により72百万円の支出とな

りました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の減少、長期借入金の返済およ

び配当金の支払いによる支出等により1,585百万円の支出となりました。

、 、 、以上の結果 現金及び現金同等物の中間期末残高は 前期末より1,674百万円減少し

1,482百万円となりました。

２．通期の見通し

、 、通期のキャッシュ・フローについては 財務活動によるキャッシュ・フローとして

短期借入金の返済約13億円および長期借入金の返済約11億円を予定しており、有利子

負債の圧縮を図っております。また、現金及び現金同等物の期末残高は、15億円程度

を予想しております。

３．キャッシュ・フロー指標のトレンド

（注）１．自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業活動によるキャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業活動によるキャッシュ・フロー／利

払い

平成14年9月
中間期

平成15年9月
中間期

平成16年9月
中間期

平成15年
3月期

平成16年
3月期

自己資本比率 39.9%  58.5%  60.6%  57.0%  58.5%  

時価ベースの自己資本比率 12.4%  21.9%  25.3%  17.8%  22.9%  

債務償還年数 13.4年  ─　 ─　 3.9年  11.1年　

インタレスト・カバレッジ・レシオ 8.3倍  ─　 ─　 7.8倍  4.6倍  
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２．各指標はいずれも連結ベースの財務指標により計算しております。

３．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済み株式数（自己株式控除後）によ

り算出しております。

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている

全ての負債を対象としております。

５．利払いは連結損益計算書に計上されている支払利息を対象としております。

６．平成15年9月中間期および平成16年9月中間期の債務償還年数およびインタレス

ト・カバレッジ・レシオについては、営業活動によるキャッシュ・フローがマ

イナスであるため記載しておりません。

通期の見通しは、本資料の発表日現在において入手可能な情報および将来の業績に

影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としていま

す。実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。



金　額 金　額 金　額
％ ％ ％

10,752 23.2 12,101 25.2 12,364 25.6

1.現金及び預金 1,482 3,125 3,156 

2.受取手形及び売掛金 4,699 4,741 4,614 

3.有価証券 － 15 15 

4.たな卸資産 3,855 3,311 3,349 

5.繰延税金資産 288 524 454 

6.その他 435 390 783 

貸倒引当金 △     9 △     8 △     9 

35,539 76.8 36,016 74.8 35,853 74.4

 1.有形固定資産 21,400 46.2 21,763 45.2 21,654 44.9

(1)建物及び構築物 4,599 4,802 4,768 

(2)機械装置及び運搬具 776 837 807 

(3)土地 15,668 15,740 15,717 

(4)その他 355 382 360 

2.無形固定資産 136 0.3 176 0.4 150 0.3

3.投資その他の資産 14,002 30.3 14,076 29.2 14,049 29.2

(1)投資有価証券 11,693 11,459 11,759 

(2)繰延税金資産 1,213 1,249 1,189 

(3)その他 1,227 1,474 1,241 

    貸倒引当金 △    131 △     107 △     141 

資  産  合  計 46,292 100.0 48,117 100.0 48,217 100.0

構成比 構成比 構成比

（資 産 の 部）

４．中間連結財務諸表等 

前中間連結会計期間 前連結会計年度

(平成15年9月30日現在)(平成16年3月31日現在)

(百万円未満切り捨て表示)

当中間連結会計期間

(平成16年9月30日現在)

（１）中間連結貸借対照表 

 Ⅰ  流　動　資　産

 Ⅱ  固　定　資　産

期 別
科 目
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金　額 金　額 金　額
％ ％ ％

10,724 23.2 10,915 22.7 11,939 24.8

1.支払手形及び買掛金 3,310 2,654 3,398 

2.短期借入金 4,080 6,127 4,790 

3.未払法人税等 － 28 19 

4.賞与引当金 349 375 346 

5.その他 2,984 1,729 3,384 

7,519 16.2 9,058 18.8 8,059 16.7

 1.長期借入金 4,205 5,605 4,675 

2.退職給付引当金 327 307 293 

3.役員退職慰労引当金 275 230 252 

4.繰延税金負債 153 92 164 

5.再評価に係る繰延税金負債 1,217 1,179 1,182 

6.その他 1,339 1,642 1,492 

－ － － － － － 

7,004 15.1 7,004 14.6 7,004 14.5

9,343 20.2 9,343 19.4 9,343 19.4

10,420 22.5 10,486 21.8 10,617 22.0

1,559 3.4 1,510 3.1 1,513 3.1

355 0.8 191 0.4 370 0.8

△    633 △  1.4△     392 △  0.8△    632 △  1.3

46,292 100.0 48,117 100.0 48,217 100.0

構成比 構成比 構成比

58.528,218 

(平成16年9月30日現在)

（少数株主持分）

負  債  合  計

資  本  合  計

（資 本 の 部）

 Ⅰ  資本金

（負 債 の 部）

 Ⅰ  流　動　負  債

(平成15年9月30日現在)

(百万円未満切り捨て表示)

前連結会計年度

(平成16年3月31日現在)

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

18,243 39.4 41.5 41.519,974 19,998 

28,049 60.6 28,143 58.5

 Ⅱ  固　定　負  債

 Ⅳ　土地再評価差額金

 Ⅴ　その他有価証券評価差額金

 Ⅵ　自己株式

負債､少数株主持分及び資本合計

 Ⅱ　資本剰余金

 Ⅲ　利益剰余金

期 別
科 目
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金  額 金  額 金  額
％ ％ ％

21,680 100.0 21,709 100.0 43,373 100.0

17,685 81.6 17,678 81.4 35,183 81.1

売  上  総  利  益 3,994 18.4 4,030 18.6 8,189 18.9

3,396 15.7 3,512 16.2 7,135 16.5

営  業  利  益 598 2.7 518 2.4 1,054 2.4

51 0.3 27 0.1 54 0.1

1.受取利息 1 1 3 
2.受取配当金 25 9 22 
3.雑益 24 15 29 

155 0.7 152 0.7 294 0.6

1.支払利息 101 107 215 
2.持分法による投資損失 21 9 2 
3.雑損 32 36 76 

経  常  利  益 494 2.3 393 1.8 814 1.9

－ － 18 0.1 220 0.5

1.固定資産売却益 － － 12 
2.役員退職慰労引当金戻入額 － 18 18 
3.助成金収入 － － 189 

51 0.3 34 0.2 441 1.0

1.固定資産売却損 48 2 56 
2.固定資産除却損 3 11 17 
3.投資有価証券売却損 － － 9 
4.ゴルフ会員権評価損 － － 40 
5.特別退職金 － 20 316 

442 2.0 376 1.7 593 1.4

58 0.3 28 0.1 29 0.1

178 0.8 157 0.8 238 0.5

（    計    ） 237 1.1 185 0.9 268 0.6

205 0.9 191 0.8 325 0.8

(百万円未満切り捨て表示)

税金等調整前中間(当期)純利益

 Ⅳ　営業外収益

 Ⅱ  売  上  原  価

 Ⅲ  販売費及び一般管理費

 Ⅰ  売   上   高

（２）中間連結損益計算書

至 平成16年3月31日

中間(当期)純利益

百分比

 Ⅵ　特別利益

 Ⅶ  特別損失

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

 Ⅴ  営業外費用

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

百分比 百分比

自 平成16年4月 1日

至 平成16年9月30日

自 平成15年4月 1日

至 平成15年9月30日

自 平成15年4月 1日期 別

科 目
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期　別　

9,343 9,343 9,343 

9,343 9,343 9,343 

10,617 10,625 10,625 

１．中間(当期)純利益 205 191 325 
２．土地再評価差額金取崩額 － 205 54 245 51 376 

１．配当金 337 344 344 

２．役員賞与 20 39 39 

(うち監査役賞与) (     －) 3)(       3)(       

３．土地再評価差額金取崩額 45 402 － 383 － 383 

10,420 10,486 10,617 

(百万円未満切り捨て表示)

自 平成15年4月 1日

至 平成16年3月31日

自 平成15年4月 1日

至 平成15年9月30日

金　　額 金　　額 金　　額

　科　目

前連結会計年度

自 平成16年4月 1日

至 平成16年9月30日

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

 Ⅱ　資本剰余金中間期末(期末)残高

  (資本剰余金の部)

 Ⅰ　資本剰余金期首残高

（３）中間連結剰余金計算書

 Ⅳ　利益剰余金中間期末(期末)残高

 Ⅲ　利益剰余金減少高

  (利益剰余金の部)

 Ⅱ　利益剰余金増加高

 Ⅰ　利益剰余金期首残高
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 （百万円未満切り捨て表示）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

自 平成16年4月 1日自 平成15年4月 1日自 平成15年4月 1日

至 平成16年9月30日至 平成15年9月30日至 平成16年3月31日

金   額 金   額 金   額

税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 442　　 376　　 593　　 

減 価 償 却 費 293　　 310　　 634　　 

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額  0　　       △      7　　 10　　 

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 2　　 8　　  20　　       △     

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 34　　 34　　 19　　 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 減 額 22　　  157　　       △     134　　       △    

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金  27　　       △      11　　       △      25　　       △     

支 払 利 息 101　　 107　　 215　　 

持 分 法 に よ る 投 資 損 益 21　　 9　　 2　　 

固 定 資 産 除 売 却 損 益 51　　 13　　 62　　 

投 資 有 価 証 券 等 売 却 損 益 －     －     9　　 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 －     －     40　　 

特 別 退 職 金 －     20　　 316　　 

助 成 金 収 入 －     －      189　　       △    

売 上 債 権 の 増 減 額  85　　       △      491　　       △     363　　       △    

た な 卸 資 産 の 増 減 額  505　　       △    40　　 2　　 

仕 入 債 務 の 増 減 額  88　　       △     60　　 805　　 

そ の 他 流 動 資 産 の 増 減 額 71　　 19　　  39　　       △     

そ の 他 流 動 負 債 の 増 減 額  167　　       △     182　　       △     181　　       △    

そ の 他 固 定 負 債 の 増 減 額  152　　       △     133　　       △     283　　       △    

役 員 賞 与 の 支 払 額  20　　       △      39　　       △      39　　       △     

そ の 他 （ 営 業 活 動 ）  4　　       △      0　　 1　　 

（ 小 計 ）  8　　       △       4　　       △      1,437　　 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 66　　 47　　 53　　 

利 息 の 支 払 額  88　　       △      102　　       △     212　　       △    

法人税等の還付額又は支払額（△） 49　　  41　　       △      108　　       △    

特 別 退 職 金 の 支 払 額  224　　       △     104　　       △     188　　       △    

助 成 金 の 受 取 額 189　　 －     －     

 15　　       △      205　　       △    981　　 

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出  89　　       △      162　　       △     407　　       △    

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 12　　 0　　 5　　 

投 資 有 価 証 券 等 の 取 得 に よ る 支 出  16　　       △      3　　       △       41　　       △     

投 資 有 価 証 券 の 売 却 等 に よ る 収 入 14　　 －     34　　 

そ の 他 （ 投 資 活 動 ） 5　　  3　　       △      123　　 

 72　　       △      168　　       △     285　　       △    

短 期 借 入 金 の 借 入 に よ る 収 入 2,000　　 400　　 1,000　　 

短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出  2,710　　       △   815　　       △     1,690　　       △  

長 期 借 入 金 の 借 入 に よ る 収 入 －     200　　 200　　 

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出  537　　       △     530　　       △     1,055　　       △  

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出  1　　       △       0　　       △       240　　       △    

配 当 金 の 支 払 額  336　　       △     342　　       △     342　　       △    

 1,585　　       △   1,088　　       △   2,127　　       △  

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額  1,674　　       △   1,462　　       △   1,431　　       △  

Ⅴ　現金及び現金同等物期首残高 3,156　　 4,587　　 4,587　　 

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 1,482　　 3,125　　 3,156　　 

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

科 目

そ の 他

そ の 他

現金及び現金同等物の減少額

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 （ △ 減 少 額 ）

賞 与 引 当 金 の 増 加 額 （ △ 減 少 額 ）

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額

売 上 債 権 の 増 加 額

た な 卸 資 産 の 減 少 額 （ △ 増 加 額 ）

仕 入 債 務 の 増 加 額 （ △ 減 少 額 ）

その他流動資産の減少額（△増加額）

そ の 他 流 動 負 債 の 減 少 額

そ の 他 固 定 負 債 の 減 少 額

役員退職慰労引当金の増加額（△減少額）

持 分 法 に よ る 投 資 損 失

現金及び現金同等物の期首残高

法人税等の還付額又は支払額（△）

投 資 有 価 証 券 売 却 損

固 定 資 産 除 売 却 損

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数 6社

主要な連結子会社名･･･「１．企業集団の状況」に記載しております。

（２）主要な非連結子会社の名称等

･･･㈱小板橋

連結の範囲から除いた理由･･･非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、

売上高、中間純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれ

も中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

（１）持分法を適用した非連結子会社数 1社

会社等の名称･･･日新スイートナー㈱

（２）持分法を適用した関連会社数 3社

主要な会社等の名称･･･「１．企業集団の状況」に記載しております。

（３）持分法を適用しない非連結子会社および関連会社のうち主要な会社等の名称

･･･㈱小板橋

持分法を適用しない理由･･･持分法非適用会社は、中間純損益（持分に見合う額）および利益

剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外して

おります。

（４）持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

持分法適用会社のうち、中間決算日が異なる会社については、当該会社の中間会計期間に係

る中間財務諸表を使用しております。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準および評価方法

イ．有価証券

a.満期保有目的の債券･･･償却原価法

b.その他有価証券

時価のあるもの･･･中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの･･･移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ取引･･･時価法

ハ．たな卸資産･･･主として総平均法による原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産･･･当社および連結子会社6社のうち3社は定率法によっております。ただし、平

成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法に

よっております。その他の連結子会社3社は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 2～50年

機械装置及び運搬具 2～17年

ロ．無形固定資産･･･定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

（３）重要な引当金の計上基準

． 、 、イ 貸倒引当金･･･債権の貸倒れによる損失に備えるため 一般債権については貸倒実績率により

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

ロ．投資損失引当金･･･関係会社への投資等に対する損失に備えるため、その財政状態等を勘案し

て計上しております。

ハ．賞与引当金･･･従業員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。

ニ．退職給付引当金･･･従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生している
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と認められる額を計上しております なお 会計基準変更時差異 467百万円 退。 、 （ （

職給付制度一部終了分控除後 ）については、10年による按分額を費用処理して）

おります。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法により、翌連結会計年度から費用処理することと

しております。

ホ．役員退職慰労引当金･･･当社および連結子会社2社では、役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、規定に基づく中間期末要支給額を計上しております。

（４）重要な外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

（５）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（６）重要なヘッジ会計の方法

イ．繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法･･･主として繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為

、 。 、替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については 振当処理を行っております また

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

商品先物取引 粗糖仕入

為替予約取引 外貨建債権債務

金利ｽﾜｯﾌﾟ取引 借入金

ハ．ヘッジ方針･･･主として当社の「業務分掌規程」に基づき、粗糖相場の変動および為替相場の

変動並びに市場金利の変動によるリスクをヘッジしております。なお、粗糖相場の変動リスク

に対するヘッジ取引については、当社取締役会内規において、取引権限の限度等を定めており

ます。

ニ．ヘッジ有効性の評価方法･･･ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計を比

較し、比率分析を行うことにより判定しております。また、実需予測に対するヘッジについて

は、予測と実績に大きな乖離がないことを事後的に確認しております。

（７）消費税等の会計処理方法

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払い預金および取得日から3ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっており

ます。

（表示方法の変更）

１．前中間連結会計期間までは独立科目で掲記しておりました有価証券（当中間連結会計期間末0百万

円）は、金額が僅少のため、流動資産の「その他」に含めて表示することに変更いたしました。

２．前中間連結会計期間までは独立科目で掲記しておりました未払法人税等（当中間連結会計期間末79

） 、 、 「 」 。百万円 は 金額が僅少のため 流動負債の その他 に含めて表示することに変更いたしました
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注記事項

（ ）（ ）中間連結貸借対照表関係 百万円未満切り捨て表示

当中間連結 前中間連結 前連結

会計期間 会計期間 会計年度

１ 有形固定資産の減価償却累計額 8,994 8,493 8,755．

２ 差入有価証券．

営 業 保 証 金 11 10 10

商 品 市 場 取 引 委 託 証 拠 金 253 160 231

３ 担保資産および担保付債務．

(1) 担保に供している資産の額(帳簿価額)

建 物 及 び 構 築 物 1,580 1,635 1,629

土 地 8,499 8,499 8,499

計 10,080 10,134 10,128

上記に対応する債務

短 期 借 入 金 1,000 1,900 1,000

流 動 負 債 ・ そ の 他 900 － 900

長 期 借 入 金 4,025 4,925 4,475

計 5,925 6,825 6,375

(2) 担保に供している資産の額（帳簿価額）

工場財団

建 物 及 び 構 築 物 945 1,058 1,002

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 76 84 80

土 地 280 280 280

計 1,302 1,423 1,363

上記に対応する債務

短 期 借 入 金 550 727 600

流 動 負 債 ・ そ の 他 500 － 567

長 期 借 入 金 180 680 200

計 1,230 1,407 1,367

４ 投資損失引当金．

投資有価証券は、投資損失引当金を控除して表示し 280 280 280
ております。

５ 偶発債務．

連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に対

する債務保証

新 東 日 本 製 糖 ㈱ 1,970 2,135 2,052

㈱エ ヌ ア イ フ ィ ッ ト ネ ス 31 25 37

従 業 員 住 宅 融 資 等 3 6 4

計 2,004 2,166 2,094

６ コミットメントライン契約．

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、㈱三

井住友銀行および㈱みずほコーポレート銀行とコ

ミットメントライン契約を締結しております。

コ ミ ッ ト メ ン ト の 総 額 2,000 － 2,000

借 入 実 行 残 高 1,000 － －

差 引 額 1,000 － 2,000
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（ ）（ ）中間連結損益計算書関係 百万円未満切り捨て表示
当中間連結 前中間連結 前連結

会計期間 会計期間 会計年度

１ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額．

製品保管料および製品運賃 840 833 1,721

従 業 員 給 料 646 685 1,357

賞 与 引 当 金 繰 入 額 277 291 274

退 職 給 付 費 用 158 180 358

役員退職慰労引当金繰入額 22 23 46

２ 固定資産売却益の内訳．

ゴ ル フ 会 員 権 ほ か － － 12

３ 助成金収入．

精製糖企業合理化促進緊急対策事業に基づく助成金 － － 189

であります。

４ 固定資産売却損の内訳．

土 地 ・ 建 物 48 1 27

そ の 他 － 0 29

計 48 2 56

５ 固定資産除却損の内訳．

建 物 及 び 構 築 物 1 9 12

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 0 1 1

そ の 他 0 0 3

計 3 11 17

６ ゴルフ会員権評価損の内訳．

減 損 処 理 額 － － 4

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － － 36

計 － － 40

（ ）（ ）中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 百万円未満切り捨て表示
当中間連結 前中間連結 前連結

会計期間 会計期間 会計年度

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間
連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記されてい

る科目の金額との関係

現 金 及 び 預 金 勘 定 1,482 3,125 3,156

有 価 証 券 勘 定 － 15 15

預入期間が3ヶ月を超える定期
－ △ 15 △ 15預金又は株式および償還期間が

3 ヶ 月 を 超 え る 債 券 等

現 金 及 び 現 金 同 等 物 1,482 3,125 3,156



- 16 -

① セグメント情報

（１）事業の種類別セグメント情報

(注)１．事業区分の方法

事業区分は、製品系列および内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業区分の主要製品

事業区分 主 要 製 品

砂糖・その他食品事業 砂糖、砂糖加工品、黒糖、果糖、ガムシロップ、冷凍食品、異性化糖、

コーンスターチ、水飴

健康産業事業 アスレティックジム、ゴルフ練習場、ボウリング場、プール、テニスコート、

スポーツ用品ブティック、スポーツ施設の経営およびコンサルタント事業

不動産関連他事業 倉庫等の不動産賃貸､冷蔵倉庫･港湾荷役､合成樹脂等の販売ほか

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は当中間連結会計期間は591百万円、

前中間連結会計期間は 642百万円、前連結会計年度は 1,259百万円であり、当社本社の総務、人事、財務等の

管理部門に係る費用および研究開発費用であります。

（２）所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間および前連結会計年度については、本国以外の国又は地域に所在す

る連結子会社および重要な在外支店はありません。

（３）海外売上高

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間および前連結会計年度については、当社および連結子会社の海外売

上高はありません。

② リース取引

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

当中間連結会計期間（自 平成16年4月1日　至 平成16年9月30日） （百万円未満切り捨て表示）

砂糖･その他 健 康 産 業 不動産関連 消 去 又 は

食 品 事 業 事 業 他 事 業 全 社

(1)外部顧客に対する売上高 18,307 1,491 1,881 21,680 - 21,680 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 1 1 70 73  73)(      - 

計 18,308 1,492 1,951 21,753  73)(      21,680 

17,277 1,448 1,837 20,563 518 21,081 

1,031 44 114 1,189  591)(     598 

前中間連結会計期間（自 平成15年4月1日　至 平成15年9月30日） （百万円未満切り捨て表示）

砂糖･その他 健 康 産 業 不動産関連 消 去 又 は

食 品 事 業 事 業 他 事 業 全 社

(1)外部顧客に対する売上高 18,532 1,435 1,741 21,709 - 21,709 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 1 1 167 170  170)(     - 

計 18,533 1,436 1,909 21,880  170)(     21,709 

17,415 1,465 1,838 20,719 471 21,191 

1,117 △ 28 71 1,160  642)(     518 

前連結会計年度（自 平成15年4月1日　至 平成16年3月31日） （百万円未満切り捨て表示）

砂糖･その他 健 康 産 業 不動産関連 消 去 又 は

食 品 事 業 事 業 他 事 業 全 社

(1)外部顧客に対する売上高 36,788 2,901 3,683 43,373 - 43,373 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 2 1 243 247  247)(     - 

計 36,790 2,902 3,927 43,621  247)(     43,373 

34,655 2,873 3,777 41,307 1,012 42,319 

2,135 29 149 2,313  1,259)(   1,054 

計 連 結

連 結計

  売　　上　　高　

営 業 費 用

営 業 利 益

連 結計

営 業 利 益

営 業 費 用

  売　　上　　高　

営 業 費 用

営 業 利 益

  売　　上　　高　



③ 有価証券

１.その他有価証券で時価のあるもの (百万円未満切り捨て表示)

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

（平成16年9月30日現在）（平成15年9月30日現在）（平成16年3月31日現在）

取得 取得 取得
原価 原価 原価

(1) 株式 670  1,389719  626 1,080454 664 1,415 751

(2) 債券

　　  国債・地方債  10    11   0   14   14   0  14    14   0

(3) その他 110    86△  23  110   76△  33 110    91△  18

791 1,487 696  751 1,171420 789 1,521 732

２.時価評価されていない主な有価証券 (百万円未満切り捨て表示)

(1) 満期保有目的の債券

　　　地方債   4    5   4

(2) その他有価証券

　　　非上場株式(店頭売買株式を除く) 570  615 570

575  620 575

(注)　　当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のない株式について0百万円減損処理を行っております。

　　　　なお､減損処理に当たっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

　　　行い､30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につい

　　　て減損処理を行っております。

④ デリバティブ取引

　 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

差額

種　　　類

種　　　類

当中間連結会計期間

（平成16年9月30日現在）

中間連結貸借対照表計上額

合　計

合  計

差額 差額

中間連結貸借対照表計上額

前中間連結会計期間

（平成15年9月30日現在）

前連結会計年度

（平成16年3月31日現在）

連結貸借対照表計上額

中間連結
貸借対照
表計上額

連結貸借
 対照表
 計上額

中間連結
貸借対照
表計上額
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⑤ １株当たり情報

１株当たり純資産額      498.92 円    １株当たり純資産額   489.51 円１株当たり純資産額       501.50 円

１株当たり中間純利益        3.65 円    １株当たり中間純利益     3.33 円１株当たり当期純利益         5.34 円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在しない 利益については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 ため記載しておりません。

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 中間(当期)純利益(百万円)            205           191          325

 普通株主に帰属しない金額(百万円) 　　　      － 　　     　 －            20

　 (うち利益処分による役員賞与金) 　         (－)　         (－)          (20)

 普通株式に係る中間(当期)純利益(百万円)           205           191          305

 普通株式の期中平均株式数(千株)         56,224        57,496       57,179

自　平成15年4月 1日
至　平成16年3月31日

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

自　平成16年4月 1日
至　平成16年9月30日

自　平成15年4月 1日
至　平成15年9月30日

前連結会計年度

同左

前連結会計年度

自　平成15年4月 1日
至　平成16年3月31日

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

自　平成16年4月 1日
至　平成16年9月30日

自　平成15年4月 1日
至　平成15年9月30日
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1.6

　　2. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　3. 生産高は、主として関連会社新東日本製糖㈱への委託生産によるものであります。

　　生産は原則として見込み生産であり、少量の受託加工を除き受注生産は行っておりません。

△ 1.2

3.9

8.0

△ 0.1

相手先

販売高 販売高 割合(%)

2,253 2,392 11.0

(百万円未満切り捨て表示)

36,788

2,901

3,683

16,445

(注)1. 金額は製造原価によっており､内部取引額を除いております。

前連結会計年度

前連結会計年度

(百万円未満切り捨て表示)

増減率
(%)

10.4

当中間連結会計期間

割合(%)

11.0

8,192

18,532        

1,435         

1,741         

21,709        

18,307        

当中間連結会計期間

増減率
(%)

1,491         

1,881         

21,680        

前中間連結会計期間

(注)1. 主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

8,323         

事業の種類別
セグメントの名称

事業の種類別
セグメントの名称

５. 生産、受注及び販売の状況 

販売高

4,781

 砂糖・その他食品事業

 砂糖・その他食品事業

 健康産業事業

 不動産関連他事業

合　計　　

佐藤(株)

(２)受注状況

　　2．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(１)生産実績

(３)販売実績

割合(%)

前中間連結会計期間

前中間連結会計期間

43,373

前連結会計年度

(百万円未満切り捨て表示)

当中間連結会計期間

自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日

自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日

自 平成15年4月 1日
至 平成15年9月30日

自 平成15年4月 1日
至 平成15年9月30日

自 平成15年4月 1日
至 平成15年9月30日

自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日

自 平成15年4月 1日
至 平成16年3月31日

自 平成15年4月 1日
至 平成16年3月31日

自 平成15年4月 1日
至 平成16年3月31日
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平成 17年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 16年 11月 16日

上   場   会   社   名          日新製糖株式会社 上場取引所東

コード番号       2116 本社所在都道府県

( URL http://www.nissin-sugar.co.jp/ ) 東京都

代 表 者   竹場　紀生

問合せ先責任者 　　　取締役財務部長   川口　多津雄 TEL (03) 3668 - 2229
中間決算取締役会開催日　　平成 16年 11月 16日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　　　　平成  　年　  月 　 日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 16年 9月中間期の業績(平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日)
(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期 15,541 △ 0.3 654 7.0 645 △ 0.3
15年 9月中間期 15,591 △ 2.8 611 △ 0.7 647 16.3
16年 3月期 30,757 1,144 1,108

百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 362 3.0 6.45
15年 9月中間期 352 △ 15.9 6.12
16年 3月期 572 9.69
(注)①期中平均株式数    16年 9月中間期    56,224,089 株   15年 9月中間期    57,496,761 株   16年 3月期    57,179,030 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

16年 9月中間期 0.00 －
15年 9月中間期 0.00 －
16年 3月期 － 6.00

(3)財政状態
１株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 43,179 28,336 65.6 504.04
15年 9月中間期 41,664 28,239 67.8 491.18
16年 3月期 42,668 28,339 66.4 503.68
(注)①期末発行済株式数　16年 9月中間期     　56,219,017 株　15年 9月中間期     　57,493,428 株　16年 3月期     　56,228,626 株

 　 ②期末自己株式数　　16年 9月中間期      　3,827,220 株　15年 9月中間期        2,552,809 株　16年 3月期      　3,817,611 株

２. 17年 3月期の業績予想(平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日)
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 30,500 1,150 550 6.00 6.00
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)     9 円   78 銭 

※上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の5～6ページを参照して下さい。

１株当たり年間配当金

１ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ） 純 利 益
中間 ( 当期 ）純利益

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

　　　代表取締役社長　　　　

(注)金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益



７．個別中間財務諸表等

（１）中間貸借対照表 

（百万円未満切り捨て表示）

期　別　

  (平成16年9月30日現在)  (平成15年9月30日現在)  (平成16年3月31日現在)

　科　目 構成比 構成比 構成比

（資 産 の 部） % % %

Ⅰ  流　動　資　産 7,006 16.2 5,357 12.9 6,430 15.1

現 金 及 び 預 金 1,263 2,016 2,462 

売 掛 金 1,300 1,490 1,732 

有 価 証 券 － 15 15 

た な 卸 資 産 1,681 1,256 1,304 

関係会社短期貸付金 2,330 － － 

繰 延 税 金 資 産 107 344 291 

そ の 他 324 233 624 

Ⅱ  固　定　資　産 36,172 83.8 36,307 87.1 36,238 84.9

 19,883 46.1 20,238 48.6 20,091 47.1

建 物 2,486 2,632 2,585 

機 械 装 置 522 599 560 

土 地 16,345 16,418 16,395 

そ の 他 529 587 550 

126 0.3 142 0.3 138 0.3

16,162 37.4 15,926 38.2 16,008 37.5

投 資 有 価 証 券 1,337 1,147 1,338 

関 係 会 社 株 式 12,848 12,655 12,548 

繰 延 税 金 資 産 127 166 103 

そ の 他 1,959 2,032 2,129 

貸 倒 引 当 金 △ 111 △ 75 △ 111 

資 産 合 計 43,179 100.0 41,664 100.0 42,668 100.0

当中間期 前年中間期 前期

金 額 金 額 金 額

3.投資その他の資産

2.無 形 固 定 資 産

1.有 形 固 定 資 産
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（百万円未満切り捨て表示）

期　別　
  (平成16年9月30日現在)  (平成15年9月30日現在)  (平成16年3月31日現在)

　科　目 構成比 構成比 構成比

（負 債 の 部） % % %

Ⅰ  流　動　負  債 7,976 18.5 5,443 13.1 6,939 16.3

買 掛 金 2,367 1,711 2,424 

短 期 借 入 金 3,600 2,500 2,200 

未 払 法 人 税 等 － 7 15 

賞 与 引 当 金 178 188 181 

そ の 他 1,831 1,035 2,118 

Ⅱ  固　定　負  債 6,865 15.9 7,981 19.1 7,390 17.3

 長 期 借 入 金 4,025 4,925 4,475 

退 職 給 付 引 当 金 116 107 99 

役員退職慰労引当金 197 167 182 

再評価に係る繰延税金負債 1,217 1,179 1,182 

そ の 他 1,309 1,601 1,451 

負 債 合 計 14,842 34.4 13,424 32.2 14,329 33.6

（資 本 の 部）

Ⅰ  資本金 7,004 16.2 7,004 16.8 7,004 16.4

Ⅱ　資本剰余金 9,343 21.6 9,343 22.4 9,343 21.9

資 本 準 備 金 9,343 9,343 9,343 

Ⅲ　利益剰余金 10,918 25.3 10,738 25.8 10,956 25.7

利 益 準 備 金 1,419 1,419 1,419 

任 意 積 立 金 8,400 8,400 8,400 

中間(当期)未処分利益 1,098 919 1,136 

Ⅳ　土地再評価差額金 1,559 3.6 1,510 3.6 1,513 3.5

Ⅴ　その他有価証券評価差額金   145 0.3   34 0.1   153 0.4 

Ⅵ　自己株式 △ 633 1.4 △ △ 392 0.9 △ △ 632 1.5 △ 

資 本 合 計 28,336 65.6 28,239 67.8 28,339 66.4

負 債 資 本 合 計 43,179 100.0 41,664 100.0 42,668 100.0

当中間期 前年中間期 前期

金 額 金 額 金 額
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（２）中間損益計算書　

（百万円未満切り捨て表示）

期　別　

　科　目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

% % %

Ⅰ 売 上 高 15,541 100.0 15,591 100.0 30,757 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 13,696 88.1 13,626 87.4 26,994 87.8

1,845 11.9 1,964 12.6 3,762 12.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,190 7.7 1,353 8.7 2,618 8.5

654 4.2 611 3.9 1,144 3.7

Ⅳ 営 業 外 収 益 82 0.6 126 0.8 153 0.5

Ⅴ 営 業 外 費 用 91 0.6 90 0.5 189 0.6

645 4.2 647 4.2 1,108 3.6

Ⅵ 特 別 利 益 － － 18 0.1 220 0.7

Ⅶ 特 別 損 失 49 0.4 152 1.0 550 1.8

税引前中間(当期)純利益 596 3.8 514 3.3 778 2.5 

法人税、住民税及び事業税 32 0.2 7 0.0 15 0.0

法 人 税 等 調 整 額 200 1.3 154 1.0 190 0.6 

中 間 (当 期 )純 利 益 362 2.3 352 2.3 572 1.9

781 513 513 

土地再評価差額金取崩額 45 △       54 51 

中間(当期)未処分利益 1,098 919 1,136 

当中間期 前年中間期 前期

自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日

自 平成15年4月 1日
至 平成15年9月30日

自 平成15年4月 1日
至 平成16年3月31日

売 上 総 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

前 期 繰 越 利 益
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．資産の評価基準および評価方法

(1)有価証券

イ．満期保有目的の債券･･･償却原価法

ロ．子会社株式および関連会社株式･･･移動平均法による原価法

ハ．その他有価証券

時価のあるもの･･･中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの･･･移動平均法による原価法

(2)デリバティブ取引･･･時価法

(3)たな卸資産･･総平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産･･･定率法によっております。ただし平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附

属設備は除く）については、定額法によっております。

なお，主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 3～50年

機械装置 5～17年

(2)無形固定資産･･･定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金･･･債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

(2)投資損失引当金･･･関係会社への投資等に対する損失に備えるため、その財政状態等を勘案して

計上しております。

(3)賞与引当金･･･従業員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4)退職給付引当金･･･従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資

産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上してお

ります。なお、会計基準変更時差異（339百万円（退職給付制度一部終了分控除後 ））

については、10年による按分額を費用処理しております。数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により、翌

事業年度から費用処理することとしております。

(5)役員退職慰労引当金･･･役員の退職慰労金の支給に備えるため、規定に基づく中間期末要支給額

を計上しております。

４．外貨建ての資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．ヘッジ会計の方法

(1)繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法･･･繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約等が

付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っております。
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(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

商品先物取引 粗糖仕入

為替予約取引 外貨建債権債務

(3)ヘッジ方針･･･社内の「業務分掌規程」に基づき、粗糖相場の変動および為替相場の変動による

リスクをヘッジしております。なお、粗糖相場の変動リスクに対するヘッジ取引については、

取締役会内規において、取引権限の限度等を定めております。

(4)ヘッジ有効性の評価方法･･･ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計を比較

、 。 、 、し 比率分析を行うことにより判定しております また 実需予測に対するヘッジについては

予測と実績に大きな乖離がないことを事後的に確認しております。

７．消費税等の会計処理方法

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（表示方法の変更）

１．前年中間期までは独立科目で掲記しておりました有価証券（当中間期末0百万円）は、金額が僅少の

ため、流動資産の「その他」に含めて表示することに変更いたしました。

２．前年中間期までは独立科目で掲記しておりました未払法人税等（当中間期末46百万円）は、金額が

僅少のため、流動負債の「その他」に含めて表示することに変更いたしました。



注 記 事 項
  （中間貸借対照表関係） 　 (百万円未満切り捨て表示)

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

１．有形固定資産の減価償却累計額 4,395 4,093 4,257 

２．担保資産

    担保に供している資産(帳簿価額)

建 物 1,580 1,635 1,629 

土 地 9,740 9,740 9,740 

計 11,321 11,375 11,369 

上記に対応する債務 短 期 借 入 金 1,000 1,900 1,000 

流動負債・その他 900 － 900 

長 期 借 入 金 4,025 4,925 4,475 

計 5,925 6,825 6,375 

有 価 証 券 － 14 14 

投 資 有 価 証 券 264 156 227 

３．投資損失引当金 280 280 280 

関係会社株式は、投資損失引当金を控除して

表示しております。

４．偶発債務

 (１)商品仕入代金に対する保証

日 新 カ ッ プ ㈱ 310 354 242 

日 新 サ ー ビ ス ㈱ 79 － 79 

計 389 354 321 

 (２)金融機関借入金に対する保証

日 新 カ ッ プ ㈱ － 2,660 2,040 

新 東 日 本 製 糖 ㈱ 1,970 2,135 2,052 

ニューポート産業㈱ 420 477 447 

㈱テンノットツアーズ － 240 － 

㈱エヌアイフィットネス 31 25 37 

従 業 員 住 宅 融 資 等 3 6 4 

計 2,424 5,543 4,581 

 (３)金融機関為替予約等に対する保証

㈱テンノットツアーズ － 6 － 

５．コミットメントライン契約

ｺ ﾐ ｯ ﾄ ﾒ ﾝ ﾄ の 総 額 2,000 － 2,000 

借 入 実 行 残 高 1,000 － － 

差 引 額 1,000 － 2,000 

上記以外に、営業保証金と
商品市場取引委託証拠金と
して差し入れている資産

当社は、運転資金の効率的な調達
を行うため、㈱三井住友銀行およ
び㈱みずほコーポレート銀行とコ
ミットメントライン契約を締結し
ております。
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  （中間損益計算書関係） 　 (百万円未満切り捨て表示)

当 中 間 期 前年中間期 前 期

１．営業外収益の主要項目

受 取 利 息 22 7 15 

受 取 配 当 金 51 109 119 

２．営業外費用の主要項目

支 払 利 息 81 70 142 

３．特別利益の主要項目

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 － － 12 

役員退職慰労引当金戻入額 － 18 18 

助 成 金 収 入 － － 189 

４．特別損失の主要項目

土 地 ・ 建 物 売 却 損 48 74 96 

固 定 資 産 除 却 損 1 11 14 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 － － 9 

関 係 会 社 株 式 評 価 損 － 57 164 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 － － 40 

(内 減 損 処 理 額 ) (－) (－) (4)

(内 貸倒引当金繰入額) (－) (－) (36)

特 別 退 職 金 － 8 218 

５．減価償却実施額

有 形 固 定 資 産 160 180 367 

無 形 固 定 資 産 16 14 32 

① リース取引

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

② 有価証券（子会社株式および関連会社株式）

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

③ １株当たり情報

中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。

精製糖企業合理化促進緊急対策事
業に基づく助成金であります。
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